
国民年金（給付）Q&A
保健医療課国保年金係  鈎0824―73―1158

国民年金から支給される「基礎年金」は３種類あります。老後の経済

的支えとなるだけでなく、万一のときにも給付があります。

老齢給付

【問】老齢基礎年金を早くもらったり・後でもらった

りすることができますか。

【答】老齢基礎年金は65歳から受給しますが、希望す

れば60歳から65歳になるまでの間に減額された繰上

げ支給の年金を受けたり、66歳以降に増額された繰

下げ支給の年金を受けたりすることができます。請

求したときの月単位の年齢によって減額率や増額率

が決まります。

　一度決めた減額率や増額率は一生変更できません。

繰上げ支給の減額率は0.5%×繰上げ請求月から65歳

になる月の前月までの月数。繰下げ支給の増額率は

0.7%×65歳になった月から繰下げを申し出た月の前

月までの月数。

【問】国民年金に若いときから加入しています。65歳

になると年金は自動的に受けられるのですか。

【答】年金は自動的に支払われるわけではなく、手続

きが必要です。この年金を受ける手続きを裁定請求

といいます。

　65歳に老齢基礎年金の受給権が発生する方に対し、

65歳に到達する3ヵ月前に社会保険業務センターから、

本人あてに裁定請求書（事前送付用）が送付されます。

　60歳に特別支給の老齢厚生年金の受給権が発生す

る方に対しても、60歳に到達する3ヵ月前に社会保険

業務センターから、本人あてに裁定請求書（事前送付

用）が送付されます。

　国民年金の裁定請求の手続きは保健医療課国保年

金係、または各支所市民生活係の国民年金の窓口で、

3号被保険者期間のある方や厚生年金の裁定請求の

手続きは社会保険事務所で行ってください。

障害給付

遺族給付

　

【問】障害基礎年金はどのようなときに受けられます

か。

【答】国民年金に加入している間にかかった病気やケ

ガがもとで一定以上の障害が残り、障害の年金を受

けられる保険料の納付要件を満たしているとき、ま

たは障害初診の日から1年6ヵ月以上経過した日、も

しくは1年6ヵ月以内に症状が固定した状態になった

とき障害基礎年金を受けることができます。受けら

れる年金には、1級と2級があり、障害の程度によって

決められます。

【問】子どもの頃から障害があります。20歳になれば

障害基礎年金を受けることができますか。

【答】子どもの頃の病気やケガがもとで一定以上の障

害が残った方に支給されます。支給は20歳からです。

【問】国民年金には60歳まで加入し、65歳から老齢基

礎年金を受ける予定でした。年金を受ける前に生じ

た障害に対して障害基礎年金は受けられますか。

【答】老齢基礎年金を受けるまでの60歳から64歳まで

のあいだに，病気やケガがもとで一定以上の障害が

残り、障害の年金を受けられる保険料の納付要件を

満たしている方に支給されます。初診日に加入して

いた年金制度で手続き先が異なります。

【問】一家の働き手を亡くしたとき、遺族の保障は受

けられますか。

【答】国民年金の加入者、または老齢基礎年金を受け

られる資格期間を満たしている人が亡くなったとき

の遺族の生活保障を目的としたもので、生計を維持

されていた18歳未満の子どものある妻、または子ど

もに対し、亡くなった月の翌日から支給されます。子

どもは18歳に到達した以後の最初の3月31日を過ぎ

ていないこと、または20歳未満で一定の障害者であ

ることなどの条件があります。

　子どもが成人している場合には遺族基礎年金は受

けることはできませんが、亡くなられた方の保険料

納付期間に応じた死亡一時金が遺族に支給されます。

　遺族の方は、亡くなられた方と生活をともにして

いた配偶者、子ども、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹です。

　遺族基礎年金の裁定請求の手続きは保健医療課国

保年金係、または各支所市民生活係の国民年金の窓

口で、3号被保険者期間のある方や厚生年金の裁定請

求の手続きは社会保険事務所で行ってください。

「ねんきんダイヤル」をご利用ください。受付時間8時30分～17時（土･日･祝日除く）

年金請求などの年金相談は　　　　　　　0570－05－1165

すでに年金を受けている人の年金相談は　0570－07－1165

いいろうご

いいろうご

年金の相談や
問い合わせに
ついて

市 の 台 所 事 情

行政サービスの近隣自治体比較

シリーズ ● Vol.9

財政課財政係　鈎0824―73―1129

一定水準のサービスを提供しています
（近隣の自治体との比較）

継続的・安定的な行政サービスの
提供に向けて

　財政破綻を回避するために策定した「持続可能な財政運営プラン」（広報しょうばら12月号参照）では、

平成19年度に経費を10.６億円削減し、収入を５千万円増額するという目標を設定しています。

　この中には、市民の皆さんの生活に直接かかわりのある項目も含まれていますが、生活への影響が最

小限に抑えられるよう検討しています。

　庄原市では、少子高齢化への対応・生活基盤の

整備・教育福祉サービスの充実、産業の振興など

諸課題を克服するため、さまざまな事業を行っ

ています。このうち、いくつかの事業について近

隣の自治体と比較してみると、留守家庭の児童

を対象とした放課後児童クラブについては、保

護者負担金を開設時間に違いはあるものの、や

や低い料金に設定しています。また、乳幼児など

の医療費の一部負担金を公費で支払う福祉医療

公費負担制度についても、全国的に制度が見直

される中、庄原市では個人負担金なし（全額公費

負担）で行っています。その他にも、出産祝い金

など独自に行っている事業もあります。

（表参照）

　景気は回復基調にあるといわれていますが、

未だ実感がないのが中山間地域の自治体の実情

です。税収入の減少や、三位一体改革による地方

交付税の減額などにより、財源が限られ、厳しい

財政状況が続いています。このような状況の中、

継続的・安定的にサービスを行えるよう見直す

必要もありますので、皆さんのご理解とご協力

をよろしくお願いします。

■各種制度の比較（近隣の自治体との比較） H19.1.1現在

※1：平日での比較（長期休業やおやつ代を除く）
※2：1戸で整備した場合
※3：市内の医療機関で受診した場合の個人負担金
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2,000円

放課後～
最長18：30

3,000円

14：00～18：00

4,000円

13：00～18：00

放課後
児童クラブ

保護者
負担金（※1）

乳  幼  児
医　　療
対象年齢

就学前
まで

小学校
６年生
まで

就学前
まで

福祉医療公費負担制度（H18.8.1～）

無料

●１医療機関につき：  

乳幼児医療　500円/日

ひとり親家庭等医療　250円/日

重度心身障害者医療　100円/日

ただし、同じ医療機関での

１か月の負担金は

入院：月14日まで

通院：月４日まで

（県制度に同じ）

一部負担金

第1子
150,000円

第2子
200,000円

第3子
300,000円

制度なし

制度なし

出産祝い
金等

補助率1/2
上限額

400,000円

補助率1/2
上限額

500,000円

補助率1/2
上限額

700,000円

飲料水供給
施設整備費
補助金（※2）

老人健康診断
（人間ドック）

個人負担金

予防接種
（インフルエンザ）

個人負担金
65歳以上

国保　6,000円
国保以外　9,400円

（※3）

1,000円
市民税非課税世帯は500円

1,000円

1,000円～（医療機関の設
定額により、負担額が増
減する）

国保　9,000円
国保以外　15,000円

国保　12,000円
国保以外　20,000円
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◎表の各種制度は見直しを予定しています。




